
 

「負債の部」

○地方債・１年内償還予定地方債：新庁舎建設事業債の借入れ等により、全体として4,128百万円増加して
います。

「資産の部」

○有形固定資産：固定資産のうち形があり目に見える資産です。具体的には土地、建物等が該当します。資

産全体の92.6％を占めており、内訳をみると、小・中学校や図書館・公民館、清掃センターなどの事業用資

産が44.9％、道路や公園などのインフラ資産が54.8％となっています。

○現金預金：現金預金は、3,017百万円で資産全体の1.6％を占めています。その内訳は資金残高2,117百万

円と歳計外現金900百万円です。

▲ 6,266

資 産 合 計 192,108 194,041 ▲ 1,933 負債・純資産合計 192,108 194,041 ▲ 1,933

▲ 31,849 ▲ 27,656 ▲ 4,193

 (3)その他 151 125 26 純資産合計 157,105 163,371

▲ 2,073

 (2)基金 3,133 4,127 ▲ 994  【２余剰分（不足分）】

 (1)現金預金 3,017 2,891 126  【１固定資産等形成分】 188,954 191,027

 【２流動資産】 6,302 7,143 ▲ 841

⑤徴収不能引当金 ▲ 10 ▲ 13 3  純資産の部

④基金 6,913 10,661 ▲ 3,748 負 債 合 計 35,003 30,670 4,333

③長期貸付金 660 671 ▲ 11  (4)預り金 901 842 59

②長期延滞債権 227 220 7  (3)賞与等引当金 531 488 43

①投資及び出資金等 63 63 0  (2)未払金 14 15 ▲ 1

 (3)投資その他の資産 7,852 11,601 ▲ 3,749  (1)１年内償還予定地方債 2,149 2,080 69

 (2)無形固定資産 4 10 ▲ 6  【２流動負債】 3,595 3,424 171

③物品 456 171 285

 (3)退職手当引当金 4,719 4,616 103②インフラ資産 97,533 96,853 680

①事業用資産 79,961 78,263 1,698  (2)長期未払金 - - -

 (1)有形固定資産 177,951 175,286 2,665  (1)地方債 26,689 22,630 4,059

 【１固定資産】 185,806 186,898 ▲ 1,092  【１固定負債】 31,408 27,246 4,162

 資産の部  負債の部

５年度 増減科目 ６年度 ５年度 増減 科目 ６年度

一般会計等貸借対照表 ≪前年度との比較≫ （単位：百万円）

貸借対照表とは：

　国分寺市が保有するすべての資産とその資産をどのような財源で賄ってきたかを表したものです。左側

（借方）の「資産の部」は、行政サービスを提供するために形成してきた道路、公園、学校などの有形固定

資産や出資金、貸付金、現金・預金などで構成されます。右側（貸方）は、その資産を形成した財源を表す

「負債の部」と「純資産の部」から構成されています。

 貸借対照表

一般会計等財務書類とは:

　一般会計及び地方公営事業会計以外の特別会計からなる一般会計等を基礎とした財務書類です。今回、概要

版では「一般会計等財務書類」について紹介します。その他、一般会計等財務書類に公営事業会計を連結させ

た「全体財務書類」、全体財務書類に一部事務組合、土地開発公社を連結させた「連結財務書類」についても

作成します。

国分寺市の統一的な基準による財務書類（令和６年度概要・一般会計等）

統一的な基準による財務書類とは:

　総務省研究会において幾多の議論を経て、平成27年１月23日に「統一的な基準による地方公会計マニュア

ル」が取りまとめられ、令和７年３月に改訂されました。当該マニュアルに基づき作成された財務書類が「統

一的な基準による財務書類」になります。統一的な基準では、固定資産台帳の整備及び伝票データの複式仕訳

を前提としており、基準を統一することで団体間の比較可能性が確保されることになります。
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3,017

金額は四捨五入しているため、合計値と内訳が一致しない場合があります。

67

前年度末資金残高 2,049

本年度末資金残高 2,117

本年度末歳計外現金残高 901

本年度末現金預金残高

　１年間の資金の収入・支出の動きをその性質に応じて「業務活動収支」、
「投資活動収支」、「財務活動収支」の３つの区分で表しています。
　これにより、どのような要因で資金が増減したのか把握することが可能と
なります。財務活動収支が業務活動収支と投資活動収支の赤字の合計額より
大きいため、期末資金残高が増加しています。

１．業務活動収支 ▲ 468

２．投資活動収支 ▲ 3,593

３．財務活動収支 4,128

本年度資金収支額

 資金収支計算書

一般会計等資金収支計算書 （単位：百万円）

資金収支計算書とは： 科　目 金　額

 本年度末純資産残高 157,105 188,954 ▲ 31,849

▲ 6,266 ▲ 2,073 ▲ 4,193

-

 本年度純資産変動額

 その他 ▲ 5,264 ▲ 5,264

 固定資産等の変動 3,192 ▲ 3,192

▲ 1,001 本年度差額 ▲ 1,001

 国県等補助金 20,566 20,566

31,331 税収等 31,331

 財源 51,897 51,897

▲ 52,899

▲ 27,656

 純行政コスト（▲）

余剰分（不足分）

　令和６年度の純資産がどの様に変化したのかを示すもの
です。固定資産等形成分は、固定資産等の資産形成のため
充当された資源の蓄積であり、清掃センターの解体等によ
り2,073百万円減少しています。余剰分（不足分）は、費消
可能な資源の蓄積です。本年度末の残高に不足が生じてい
るため、現在保有している資産が地方債等の将来世代の負
担によって形成されていることになります。前年度末から
は、純行政コスト及び固定資産等の変動の増加額が、財源
を上回ったことにより4,193百万円減少しています。

固定資産等形成分

 前年度末純資産残高 163,371 191,027

▲ 52,899

純資産変動計算書とは：
科　目 合　計

（単位：百万円）

 純資産変動計算書

一般会計等純資産変動計算書

 純行政コスト 52,899 46,831 6,068

 臨時利益 60 26 34

 純経常行政コスト 52,953 46,669 6,284

 臨時損失 5 188 ▲ 183

 使用料及び手数料 1,098 1,036 62

 その他 1,175 1,768 ▲ 593

 その他 507 165 342

 経常収益 2,273 2,804 ▲ 531

 社会保障給付 16,842 16,995 ▲ 153

 他会計への繰出金 4,569 4,436 133

 移転費用 28,423 27,826 597

 補助金等 6,505 6,230 275

 物件費等 16,797 13,153 3,644

 その他の業務費用 1,122 659 463

 業務費用 26,803 21,646 5,157

 人件費 8,885 7,834 1,051

６年度 ５年度 増減

 経常費用 55,226 49,473 5,753

 行政コスト計算書

行政コスト計算書とは：

　地方公共団体の行政活動は、資産形成につながらないサービスが大きな比重を占めています。行政コスト計算書では消費的な経費
や受益者負担がどの程度あったのかを把握することができます。

一般会計等行政コスト計算書 ≪前年度との比較≫

○人件費【8,885百万円】：職員給与費5,982百万円や賞与等引当
金繰入額531百万円及び退職手当引当金繰入額553百万円などが含
まれます。賞与等引当金繰入額は、賞与等引当金の当該会計年度
発生額です。退職手当引当金繰入額は、退職手当引当金の当該会
計年度発生額です。

○物件費等【16,797百万円】：物件費（例：消耗品の購入、委託
料など）14,181百万円、維持補修費（例：公共施設の修繕など）
429百万円、減価償却費2,173百万円などが含まれます。

○補助金等【6,505百万円】：下水道事業会計への負担金及び補
助金支出、団体等への補助金支出などが含まれます。

○社会保障給付【16,842百万円】：生活保護費（2,383百万
円）、保育所委託費（私立分）（6,353百万円）、児童手当
（1,859百万円）などが含まれます。

○他会計への繰出金【4,569百万円】：国民健康保険特別会計へ
の繰出金（1,593百万円）、介護保険特別会計への繰出金（1,578
百万円）などが含まれます。

○使用料及び手数料【1,098百万円】：サービスの対価としての
使用料及び手数料です。

（単位：百万円）

科　目
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